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■連携パートナー：計11企業
青山商事、Earth hacks、エイチ・ツー・オー商業開発
エイチ・ツー・オーリテイリング、JR西日本SC開発、住友大阪セメント
帝人フロンティア、阪急阪神百貨店、ファイバーシーディーエム
MILKBOTTLE SHAKERS、モリリン

■連携行政    ：計6自治体
大阪府、吹田市、藤井寺市、守口市、豊中市、泉佐野市

定量目標
使用済衣類
回収拠点

50
拠点設置

定量目標
使用済衣類
回収量

10,000㎏
前年比202％

定量目標
使用済衣類
循環比率

リサイクル46％
リユース  54％

1.事業概要：地域共創型サーキュラーエコノミーの実現へ



2.本実証事業における3つの柱（令和7年度強化項目）

前年度の成果を踏まえ、持続可能なシステム構築に向けて以下の3項目を重点的に検証しました。
本報告書は、これらの項目に対する実証結果を報告するものです。



3.事業の成果：総回収量と環境貢献度

2025年11月1日～12月19日の約1.5ヶ月間において、概ね衣類回収量および資源化循環率の目標を達成。
またCO2排出量の大幅な削減を達成しました。（当初目標：10,000㎏/3ケ月）



4.生活者インサイト①：まだ着られる衣類の6割以上が「ごみ」として廃棄

大阪府民（500名以上）へのアンケート調査から、衣類を手放す際のリアルな行動と意識が明らかになりました。

【考察】
多くの生活者は、環境への意識よりも処分の「手軽さ」「即効性」を優先している。資源回収の参加率を向上させるには、
「ごみとして捨てる」ことに匹敵する、あるいはそれ以上の「利便性」を提供することが不可欠です。

まだ着られる衣類の主な手放し方
最も多い方法は「可燃ごみとして捨てる」（64.2％）。単一回答でも過半数（51.3％）を占める。



5.生活者インサイト②：回収参加の鍵は「身近さ」と「利便性」

では、どのような場所にあれば生活者は回収に参加しやすいのか。アンケートから、日常生活の導線上に
回収拠点が存在することの重要性が浮かび上がりました。

【戦略的示唆】
・回収システムの設計は「生活導線上への設置」が最優先。メッセージングは「環境貢献」だけではなく、「あなたの服を次に活かす」という
有効活用の側面と「買い物ついでに手軽に」という利便性を訴求することが効果的です。

・上記も踏まえ、生活者に密接な「会社（オフィス）」、「学校」などへの回収ボックス設置も「衣類＝資源物」の行動変容となり得ます。



6.行動変容を喚起する、多角的な広報・プロモーション展開

②共通デザインの回収ボックス（継続設置）
大阪府内76拠点へ設置

①Webサイト（2025年11月1日～2025年12月19日掲載）
https://ohoho-cycle.jp/

③梅田駅デジタルサイネージ（2025年10月6日～2025年10月26日）
乗降客数（約100万人）の梅田駅でのデジタルサイネージ掲載による認知拡大。



④大阪・関西万博のイベント
「KANSAIリメイクコレクション」とのコラボレーション
（2025年10月4日 13：00より）

⑤FM802「FUNKY MARKET」へのブース出展
（2025年10月26日 9：30より）

⑥おおさかCFPプロジェクト「どこや さがそや脱炭素」とのコラボレーション
（2025年10月26日 9：30より）

項目4の生活者へのアンケート結果から（Q10．『oHOHo CYCLE PROJECT 』の取組を知っていますか？）

前記①～⑤などの広報・プロモーションにより、「oHOHo CYCLE PROJECT」の認知度は大阪府民の約10％となりました。



7.強化項目①に対する結果と考察：生活者の動機づけ
【強化項目①】生活者参加促進と回収量増のための動機づけの実証

【総括】
生活者の行動変容を促す鍵は「圧倒的な利便性」と「分かりやすい情報発信」にあります。インセンティブはあくまでも補完的な役割であり、
コストとのバランスを考慮した慎重な設計が求められます。



8.強化項目②に対する結果と考察：循環モデル
【強化項目②】多様な連携による新たな循環利用モデルの構築

新たな循環利用モデルの構築
回収した衣類の85.8％をリユース、12.9％リサイクルへと繋げる具体的な循環ルートを確立。
繊維to繊維や建築資材へのアップサイクルは今後の課題としながらも、まずはリユースを中核とした経済的に持続可能なモデルの
基盤を構築した。（前年度の衣類回収を青山商事が「ウエアシフトスーツ」として販売 ※下記右下写真）

また当初の連携企業以外に、シキボウ㈱様、建築資材等へのリサイクルが可能なモリリン㈱（PANECO ※下記左下写真）や、
リユース・リサイクルできない衣類をエネルギーとセメントとして活用可能な住友大阪セメント㈱の参画が今後の当事業の可能性を
大きく広げることとなりました。

https://paneco.tokyo/ https://www.y-aoyama.jp/ec/shop/campaign/pg/1wear-shift/



9.強化項目③に対する結果と考察：物流
【強化項目③】衣類回収に係る物流の実証

【総括】
事業の初期段階では、リユースを軸に収益性を確保し、物流は変動費型の個配回収でコストを抑制することが最も現実的かつ効果的な戦略です。
事業規模の拡大に合わせ、ルート回収への移行を段階的に検討していく必要があります。

回収に係る物流の実証
ルート回収と個配回収のコストを比較分析。
現状の回収量（約3.4トン/月想定）では、個配回収（㎏単価82円）がルート回収（同272円）とりコスト優位性があることを実証。大阪府
内の将来的な損益分岐点として月間約12トンという具体的な数値を算出し、事業規模に応じた最適な物流モデルの重量指針となった。

【見積金額】
個配回収 （日本郵便）：278,750円/月
ルート回収（日本通運）：924,000円/月

（個配運賃単価） （ルート回収運賃単価）
①回収重量/月    3,400㎏（目標10,000㎏/3ヶ月) ①回収重量/月    3,400㎏（目標10,000㎏/3ヶ月)
②1箱の重量      13.6㎏（青山商事平均実績・三辺合計160センチの箱）   ②運送費/月   924,000円
③1箱の運賃    1,115円（三辺合計160センチの箱）    ③㎏あたり運送費  271.76円（②÷①）
④回収箱数/月    250箱（①÷②）
⑤運送費/月    278,750円（③×④）
⑥㎏あたり運送費  81.98円（⑤÷①）

（将来的な損益分岐）
924,000円（ルート回収月間運送費） ÷ 81.98円（個配㎏あたり運送費） ＝ 11,271㎏（損益分岐重量/月間）



10.結論：本実証事業から得られた3つの主要な示唆

本モデル実証事業を通じて、大阪における持続可能な衣類回収システムの構築に向けた、具体的かつ戦略的な
知見が得られました。



Appendix_ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾌｧｯｼｮﾝ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ協議会の設立
2024年度より、民間企業と大阪府が共同で衣料品の地域共創型サーキュラーエコノミーの構築を目指した取り組みがスタートしました。

この取り組みは、環境省が推進する「使用済衣類回収のシステム構築に関するモデル実証事業」として2年連続で採択されています。

そして本取り組みを11月25日（火）より、「サステナブルファッション・プラットフォーム協議会」として新たに設立いたしました。

サーキュラーエコノミーの推進や、2050年のカーボンニュートラル達成にも寄与する豊かな地域社会の実現を目指し、同じ想いで集まった各
企業や地方自治体等が協力して、回収、運搬、分別・再利用、再資源化を行い、一つずつ課題を明らかにし、解決策を検討してきました。
本協議会設立により、大阪からサステナブルファッションをさらに推進していきます。
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＜ビジョン＞

地域社会の豊かな未来に貢献するため、サプライチェーンが一体となった、衣類における地域共創型サーキュラーエコノミーの実現を目指します。

＜活動目的＞

大阪から、サステナブルファッションを推進するため、使用済衣類の再利用（リユース、リサイクル等）によりサーキュラーエコノミーへの移行を促進し、使用済衣
類の廃棄を削減します。

＜活動方針＞

①生活者が手軽に衣料品回収に取り組める環境を整え、継続できる透明性の高い衣料品回収システムの構築

②回収した衣類の循環利用・サステナブルファッションのマーケット開拓

＜コミットメント＞

・メンバーは各々の強みを活かしながら、業種の垣根を超え共創します

・本プラットフォームは、常に公平性を尊重し、中立性と社会性のある取り組みを推進します

・CO2排出量の削減率など、取り組みによる効果を可視化します

＜量的目標＞

①2030年度に大阪府下で焼却・埋立される使用済衣類を8,000トン削減（2020年比）することを目指し、年間で8,000ｔ以上の使用済衣類を回収

②国内での循環利用（リユース、リサイクル）で年間3,500トンを処理
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【入会条件と会員ごとの主な活動内容】
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【組織体制図】



政府との連携３
省庁等との密な連携・協議を志向し、政策提言等を行うことで、調査、研究開発、
実証、社会実装等に関わる補助金や、規制の整備・見直し等、会員にとって必要
な環境づくりを進めます。

政府目標の
共同実現２

「使用済衣類の廃棄を削減し、繊維to繊維リサイクルを実現する」政府目標の実
現に向け、販売、製造、運搬、分別・再利用、再資源化や他業種等の会員と、お
互いに尊重しあい、広く協力して課題を解決します。

気候変動・
資源循環
への貢献

１ パリ協定に賛同し、CO2排出量を削減する使用済衣類のサーキュラーエコノミーに
取り組み、会員の環境対応や情報開示を促進します。
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高付加価値
取引の実現６

使用済衣類の廃棄を削減するべく、トレーサビリティを確保し、啓蒙すること等を通
じて、循環性の価値を確立し、高付加価値取引を実現します。

費用低減の
追求５

回収・運搬、技術開発・処理施設導入の費用等について、会員全体で、規模の経
済を効かせることや、社会における拠出のあり方を構想すること等、互いに協力して
低減させる解決策を検討し、持続可能な取組を目指します。

地域との
課題解決４

地域との連携を深めながら、使用済衣類の回収、リサイクル・リユース等に取り組み、
地域インフラの最適化や課題解決にも貢献します。
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再生繊維市場
の創出９

上記を通じ、繊維to繊維リサイクルに向けた環境を早期に整え、将来、希少性が高
まる再生繊維に会員が優先的に安価にアクセスできる市場を生み、経済合理的に、
大阪から全国へと成長発展します。

生活者志向８
小売業の会員に、生活者や地域と、サーキュラーエコノミーの輪を作る各会員の「つな
ぎ役」になる機会を提供し、生活者のニーズに寄り添い、行動変容を促し、生活者
目線で需要を生む取組を進めます。

資金調達力
の強化７

例えば、複数の会員が、サーキュラーエコノミーを共同で進めるコンソーシアムを組成し、
事業資金の調達を容易にする等、一企業だけでは進めづらい資金調達を強化しま
す。
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